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海老名市の
ごみの現状

　生活する中で、避けることのできない「ごみ」の排出。近年、海老名市のごみの焼却量は増
加傾向にあり、ごみの減量化は市の喫緊の課題です。今こそ市民の皆さんとともに取り組む
べき問題とし、今号から「海老名市のごみ事情」をテーマに不定期連載を始めます。第１回
は海老名市のごみの現状と減量化策の検討状況をお知らせします。
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環
境
審
議
会
は
、市
か
ら
ご
み

減
量
化
策
の
諮
問
を
受
け
、慎
重

に
審
議
を
重
ね
ま
し
た
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審
議
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収
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追
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燃
や
せ
る
ご
み
の
減
量
化
」は
最
も
対
策
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が
れ
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緊
急
課
題
で

す
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将
来
に
わ
た
る
ご
み
の
減
量
化
を
図
る
た
め
に
は
、こ
れ
ま
で
の
減
量
化

策
を
継
続
し
な
が
ら
も
、新
た
な
方
策
を
検
討
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
こ
と

か
ら
、昨
年
５
月
、市
は
環
境
審
議
会
に「
ご
み
減
量
化
策
」に
つ
い
て
の
意
見

を
求
め
ま
し
た
。

　

本
市
の
燃
や
せ
る
ご
み
は
、本
郷

の「
高
座
清
掃
施
設
組
合
焼
却
処
理

施
設
」で
座
間
市
・
綾
瀬
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と
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し
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す
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０
０
㌧
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ま
ち
づ
く
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の
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展
に
伴
う
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口
増

な
ど
の
影
響
で
そ
の
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は
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年
増
加
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本
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分
の
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み
処
理
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間
約
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6
0
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0
万
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。
こ
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は
市
民
１
人
当
た
り
に
換
算
す
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と
、年
間
9
6
2
2
円
の
経
費
が
か

か
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
ま
た
、ご

み
の
量
で
見
る
と
、１
人
１
日
当
た

り
４
２
７
・７
㌘
の
ご
み
を
出
し
て

い
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

次
の
目
的
と
効
果
か
ら
ご
み
の

減
量
化
を
目
指
し
ま
す
。
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を
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伴
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処
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費
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削
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焼
却
量
や
搬
入
車
両
台
数
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削
減
に
よ
る
地
元
負
担
の
軽
減
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次
世
代
へ
の
負
担
軽
減

　
ご
み
の
減
量
化
の
課
題
実
現

に
よ
る
次
世
代
へ
の
負
担
軽
減

理
を
継
続
し
て
い
く
た
め「
一
般
廃

棄
物
処
理
基
本
計
画
」を
策
定
。「
平

成
39
年
度
ま
で
に
ご
み
焼
却
量
を
年

間
約
2
万
4
0
0
0
㌧
」と
す
る
本

市
の
目
標
を
定
め
、達
成
に
向
け
た

ご
み
減
量
化
・
資
源
化
を
図
っ
て
い

ま
す
。
し
か
し
、近
年
の
ご
み
焼
却
量

は
目
標
値
と
の
差
が
大
き
く
な
っ
て

い
ま
す（
グ
ラ
フ
１
）。
今
後
も
人
口

増
が
予
想
さ
れ
る
本
市
で
は
こ
れ
ま

で
以
上
に
踏
み
込
ん
だ
減
量
化
策
が

必
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　環境審議会は、市の環境基本計画や廃棄
物対策、自然緑地保全区域指定など、環境
施策について、審議と調査をするための組
織で、学識経験者や市内企業・団体に所属

する方、環境分野の知識がある市民公募の
方など12人の委員で構成しています。
　ごみ減量化策についてより専門的な審
議をするため、同審議会の中に「家庭系ご
み専門部会」と「事業系ごみ専門部会」の2
つの部会を設けています。

策
の
中
間
答
申
を
市
に
提
出
し
ま

し
た
。
市
は
こ
の
中
間
答
申
内
容

に
対
し
て
、パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン

ト
や
説
明
会
を
実
施
。
今
後
は
、具

体
的
な
基
本
方
針（
案
）に
対
し
、

市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
意
見
を
伺

い
、そ
れ
ら
を
踏
ま
え
た
上
で
基

本
方
針
を
決
定
し
ま
す（
表
１
）。

　ごみ排出者が「指定ごみ袋」を、
ごみ処理手数料を付加した価格で
購入することで、ごみ量に応じた
処理経費の一部を負担する方法

　道路に面した敷地内
にごみを出し、１
棟ごとに収集
する方法

　現在、燃やせるごみに
分類されている「剪

せん

定
てい

枝
し

」
を新たな資源物として分
類して資源化する方法

有料化

戸別収集分別品目
の追加

環境審議会へ諮問

自治会説明会

環境審議会による最終答申

環境審議会による
中間答申

市が最終答申に基づき
基本方針（案）を策定

パブリックコメント
（中間答申に対する

市民意見の募集）

パブリックコメント
（基本方針（案）に対する市民意見の募集）

ごみ減量化策の基本方針を決定

平成29年５月

12月～
平成30年３月

９月

12月

［表1］ ごみ減量化対策への
　　これまでの経緯と今後の予定

環境審議会とは

平成33年度（中間目標）▶ 約25,000t／年
平成39年度（計画目標）▶ 約24,000t／年

将来的な年間焼却量の目標値

市のごみ焼却量

32,000

30,000

28,000

26,000

24,000

22,000

20,000

（単位：t）

（平成）24年 25年 26年 27年 28年

28,269 28,418 28,224
28,915

29,528

25,000

24,000

焼却量
中間目標
計画目標

［グラフ1］ 市のごみ焼却量と目標値


